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賠償負担金・廃炉円滑化負担金の算入に伴う電力託送料金変更案の算定に関する 

電力託送料金に関する調査会意見 

令和２年 月 日 

消費者委員会公共料金等専門調査会 

電力託送料金に関する調査会 

消費者委員会公共料金等専門調査会電力託送料金に関する調査会（以下「調査

会」という。）は、令和２年８月５日付けで消費者庁より意見を求められた「託

送供給等約款変更認可申請に係る託送供給等約款及び託送供給等約款変更届出

に係る託送供給等約款でそれぞれ設定する料金の算定」について検討した。資源

エネルギー庁より示された一般送配電事業者９社1の料金の変更内容（以下「料

金変更案」という。）は、以下のとおり。

○ 変更内容
（円/kWh） 

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 A※ 関西 B※ 中国 四国 九州 

特別高圧 ▲0.01 0.06 0.03 ▲0.02 ▲0.02 0.05 0.04 ▲0.01 0.16 0.05 

高圧 ▲0.01 0.06 0.03 ▲0.02 ▲0.01 0.05 0.04 ▲0.01 0.17 0.05 

低圧 ▲0.01 0.06 0.03 ▲0.03 ▲0.01 0.05 0.04 ▲0.01 0.18 0.05 

令 和 ３ 年 ９ 月 30 日

までの料金変更額※※ 

▲0.01 0.00 0.00 ▲0.02

▲0.03

▲0.02

▲0.01

0.00 0.00 ▲0.01 0.00 0.00 

※関西は、値上げ相当分の適用期間の始期及び終期を１年延期した後、令和５年３月に廃炉円滑化負担金の一部の回収

が終了する。この変更を反映するため、令和５年３月31日までは関西Ａを適用し、令和５年４月１日以降は関西Ｂを

適用する。

※※東北、東京、関西、四国及び九州は、令和３年９月30日まで現行の託送料金に据え置き。 

○ 料金変更の適用予定日 令和２年10月１日※

※値上げとなる５事業者は、新型コロナウイルス感染症の影響に配慮する観点から、値上げ相当分の適用期間の始期及

び終期を１年延期するとしており、約款附則にて、令和３年９月30日まで現行の料金に据え置く旨を規定。 

令和２年８月７日に資源エネルギー庁へのヒアリングを行い、その後同月11

日及び同月20日にも調査会を開催して調査審議した結果、料金変更案の算定に

関する電力託送料金に関する調査会の意見は、以下のとおりである。 

１．結論 

○ 料金変更案の算定は、所定の算定方法に沿ってなされたものとして妥当であ

ると認められる。

1 認可申請５社：東北電力ネットワーク株式会社、東京電力パワーグリッド株式会社、関西電
力送配電株式会社、四国電力送配電株式会社及び九州電力送配電株式会社。 
 届出４社：北海道電力ネットワーク株式会社、中部電力パワーグリッド株式会社、北陸電力
送配電株式会社及び中国電力ネットワーク株式会社。 
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○ なお、賠償負担金・廃炉円滑化負担金の各制度について消費者の納得を得ら

れるよう一層努めるとともに、料金変更に関して消費者への分かりやすく、

丁寧な情報提供・説明に努められたい。 

 

２．理由 

（１）経緯 

資源エネルギー庁の説明から下記事項が確認された。 

○ 賠償負担金は、福島第一原子力発電所事故後に導入された賠償への備え
2に関して、事故前に確保すべきであった不足分を託送料金の仕組みを利

用して需要家から回収するものである。国民全体で福島復興を支える観

点から、不足分（上限約2.4兆円）を広く需要家全体の負担として、令和

２年度以降40年程度にわたって回収することとし、そのために必要な託

送料金の見直し等の制度整備を行う旨の閣議決定3を踏まえ、平成29年に

託送料金により回収する制度措置（電気事業法施行規則（平成７年通商

産業省令第77号）等の省令改正）がなされた。 

○ 廃炉円滑化負担金は、原発依存度の低減というエネルギー政策の基本方

針の下、原子力発電所を円滑に廃炉するための費用を託送料金の仕組み

を利用して需要家から回収するものである。発電事業者が想定よりも早

期に廃炉する場合に、設備の残存簿価の一括減損等により一時的に多額

の費用が生じることで廃炉判断を躊躇する可能性があったことから、費

用の分割計上を可能とする「廃炉会計制度」を平成25年に措置していた
4。当時は小売規制料金による回収を認めることが前提とされていたが、

小売規制料金が原則撤廃される令和２年以降、制度を安定的に継続させ

る観点から、平成29年に託送料金の利用を可能とする制度措置（電気事

業法施行規則等の省令改正）がなされた。 

○ 賠償負担金・廃炉円滑化負担金に関する制度は、令和２年４月より施行

された。 

○ 同年７月17日に原子力発電事業者10社が賠償負担金承認申請を、同事業

者７社が廃炉円滑化負担金承認申請を、それぞれ経済産業大臣に行い、

同月22日に経済産業大臣から同各申請の承認及び一般送配電事業者９

社への回収金額等の通知がなされた。 

○ 同月28日、一般送配電事業者９社が当該通知の内容に基づく託送料金の

変更に関する認可申請・届出を経済産業大臣に行った。なお、当該申請・

                                                   
2 原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成 23年法律第 94号）に基づく一般負担金。 
3 「原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針」（平成 28年 12 月 20日閣議決定） 
4 廃炉会計制度の下、原子力発電事業者７社が計 15基の廃炉判断を行っている（令和２年８月
７日時点）。 
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届出は、賠償負担金・廃炉円滑化負担金の算入と併せて、使用済燃料再

処理等既発電費相当額の回収が令和２年９月30日で終了することによ

る料金の変動額も含めて算定されたものである。 

○ 同年７月31日、経済産業大臣より電力・ガス取引監視等委員会に、資源

エネルギー庁より消費者庁に、それぞれ意見聴取があった。なお、その

後、電力・ガス取引監視等委員会は、同年８月６日に、当該認可を行う

ことに異存がない旨、及び、当該届出内容について関係規定に基づき適

正に算定されていると認められる旨の回答をした。 

 

同月５日、消費者庁より消費者委員会に対して意見の求めがあった。 

 

（２）料金変更案の算定について 

○ 料金変更案の算定の妥当性については、調査審議の過程で確認された事

実関係を基に、一般送配電事業託送供給等約款料金算定規則（平成28年

経済産業省令第22号。以下「算定規則」という。）で定められた算定方法

に沿ってなされているか否かにより判断した。 

○ 算定規則における算定方法は、以下の手順に整理される。 

① 今般の託送料金の変更で変動する額を算定する（具体的には、外生

的要因で決まる賠償負担金、廃炉円滑化負担金及び使用済燃料再処

理等既発電費等を整理する。算定規則第26条の３第１項、同第２項。）。 

② 上記①で算定した変動額の合計額を、現行の料金設定時の発受電量

の比率で、３つの需要種別（特別高圧、高圧、低圧）に配分する（算

定規則第26条の３第４項）。 

③ 需要種別の配分額を、現行の料金設定時に想定した販売電力量で割

り、料金の変動単価を算定する（算定規則第26条の３第６項から同

第12項）。 

○ 料金変更案について、資源エネルギー庁より、同庁及び電力・ガス取引

監視等委員会において、前提となる変動額や発受電量の比率、販売電力

量等の数値を確認の上、上記①から③の手順に沿って算定されているこ

とを確認したとの説明がなされ、調査会においても、資源エネルギー庁

からの説明に照らすと、上記①から③の手順に沿って算定されているこ

とが確認された。 

 

（３）消費者への情報提供等について 

○ 賠償負担金・廃炉円滑化負担金の各制度については、発電事業に関する

費用を託送料金で回収する形を取ったことで消費者にとって分かりに
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くいものとなっていると考えられること、個別の電力受給という直接

的・具体的な受益との関係が分かりにくい負担を消費者に求めるもので

あることなどを踏まえ、制度の内容・趣旨や制度設計時の各利害関係者

の負担の在り方等の検討経緯を消費者が改めて十分に理解し、納得でき

るように、継続的な一層の取組みが進められることが重要である。 

○ その際、賠償への備えの確保や円滑な廃炉を促す環境の整備といった各

政策目的の達成状況について、消費者が確認できるようにすることも重

要である。 

○ また、将来的に政策的観点からの費用に関して消費者への過度な負担を

求めることにつながることのないようにする意味でも、引き続き原子力

政策の全体像や、その中で消費者が負担することとされている費用につ

いて消費者が確認できるようにすることも重要である。 

○ 料金変更案について、変更内容や算定根拠、適用日等について、消費者

に対して分かりやすく、丁寧な情報提供・説明がなされることが重要で

ある。 

○ また、料金変更が適用されるに至った場合には、請求書への記載やウェ

ブサイトの閲覧を可能とすることなどを含め、実際に負担する消費者が

適時に賠償負担金・廃炉円滑化負担金に関する情報を得られるように、

また、消費者の多様性にも配慮し、広く情報が行き届くように、工夫す

ることが重要である。 

 

以上 


